
独立行政法人の報酬等に関する独立行政法人評価委員会の法律上の関与 
 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）（抄） 

（役員の報酬等） 

第５２条 特定独立行政法人の役員に対する報酬及び退職手当（以下「報酬等」

という。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければならない。 

２ 特定独立行政法人は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これ

を主務大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更した

ときも、同様とする。 

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬

等、当該特定独立行政法人の業務の実績及び中期計画の第３０条第２項第３

号の人件費の見積りその他の事情を考慮して定められなければならない。 

 

（評価委員会の意見の申出） 

第５３条 主務大臣は、前条第２項の規定による届出があったときは、その届

出に係る報酬等の支給の基準を評価委員会に通知するものとする。 

２ 評価委員会は、前項の規定による通知を受けたときは、その通知に係る報

酬等の支給の基準が社会一般の情勢に適合したものであるかどうかについ

て、主務大臣に対し、意見を申し出ることができる。 

 

（準用） 

（第６２条で、第５２条及び第５３条の規定は、特定独立行政法人以外の独立

行政法人の役員の報酬等について準用。） 



独立行政法人評価委員会の法人に対する勧告権 
 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）（抄） 

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価） 

第３２条 独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、各事業年度にお

ける業務の実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及

び分析をし、並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年度に

おける業務の実績の全体について総合的な評定をして、行わなければならな

い。 

３ 評価委員会は、第１項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該独立行政

法人及び政令で定める審議会（以下「審議会」という。）に対して、その評

価の結果を通知しなければならない。この場合において、評価委員会は、必

要があると認めるときは、当該独立行政法人に対し、業務運営の改善その

他の勧告をすることができる。 

４ 評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通

知に係る事項（前項後段の規定による勧告をした場合にあっては、その通知

に係る事項及びその勧告の内容）を公表しなければならない。 

５ 審議会は、第３項の規定により通知された評価の結果について、必要があ

ると認めるときは、当該評価委員会に対し、意見を述べることができる。 

 

（中期目標に係る業務の実績に関する評価） 

第３４条 独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、中期目標の期間

における業務の実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ （略） 

３ 第３２条第３項から第５項までの規定は、第１項の評価について準用す

る。 

 






